
品川区町会・自治会館建設補助金交付要綱 

制定 昭和５６年 ８月３１日 要綱第 ７１号 

改正 昭和６１年 ３月１７日 要綱第 １１号 

改正 平成 ３年 ３月３０日 要綱第 ２２号 

改正 平成１３年 ３月２８日 要綱第１００号 

改正 平成１７年 ２月２８日 要綱第  ７号 

改正 平成２１年 ３月３１日 要綱第１７７号 

改正 平成２２年 ３月３１日 要綱第 １０号 

改正 平成２３年 ８月１５日 要綱第１１９号 

改正 平成２７年 ３月２７日 要綱第２１１号 

改正 平成２７年 ５月２２日 要綱第４０６号 

改正 平成２８年 ３月１５日 要綱第１０２号 

改正 平成２９年 ４月 １日 要綱第 １８号 

改正 平成３１年 ４月 １日 要綱第１９３号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、町会または自治会（以下「町会等」という。）が地域住民の福祉の増進 

と連帯感の醸成を図るとともに、自主的な活動を強化することを目的として、会館または集 

会所（以下「会館」という。) の新築、増築、改築もしくは修繕または既設建物（土地付建 

物の場合にあっては、当該土地を含む。）の購入（以下「新築等」という。）に要する経費 

の一部を補助することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱における町会等とは、品川区町会・自治会に対する助成金（環境整備・地域 

コミュニティ活性化・防災）交付要綱（昭和６０年品川区要綱第６９号）の規定に基づき、 

環境整備助成金の交付を受けている団体をいう。 

 （補助金交付の対象となる会館の要件） 

第３条 補助金交付の対象となる会館（以下「補助対象会館」という。）は、次の各号に掲げ 

る要件を満たしたものとする。 

 ⑴ 延べ床面積（増築の場合は増築後の延べ床面積）が５０平方メートル以上であること。 

 ⑵ 過去３年以内にこの要綱に基づく補助金の交付を受けていないこと。ただし、補助金の

交付を受けようとするときにおいて、火災その他の災害により会館が著しい被害を受けて

いる場合はこの限りでない。 

 ⑶ 町会等が、自主的かつ民主的に管理運営していること。 

 ⑷ 会議、催物、グループ活動の場等として広く地域住民に利用されるものであること。 

 （補助金交付の対象とならないもの） 

第４条 補助対象会館の新築等に要する経費（以下「新築等経費」という。）のうち、次の各 

号に掲げるものは、補助金交付の対象としない。 

 ⑴ 会館用地の取得経費（土地付建物を購入する場合を除く。）、借地権利金および造成経

費 

 ⑵ 備品およびじゅう器類の購入経費 

 ⑶ 会館の維持管理等に要する経費 

 ⑷ 会館の新築等の経費で５０万円未満のもの。ただし、火災その他の災害により会館が著

しい被害を受けている場合はこの限りではない。 

 ⑸ 会館に併設の共同住宅、店舗および駐車場等の部分に係る経費 

 ⑹ その他区長が補助金交付の対象とすることを適当でないと認めるもの 

 （補助金額） 

第５条 補助金の交付額は、補助金交付の対象となる新築等経費（以下「補助対象経費」とい 

う。）の２分の１以内とし、１会館につき２，０００万円（土地付建物を購入する場合にあ 

っては２，２００万円）を限度とする。 

２ 新築等を行う会館が、葬祭の場として地域住民に利用されることにより第３条第１項第４ 

号に規定する要件を満たすものであって、会館の管理運営に関する規約等に葬祭使用に関す 

る定めがあるときは、前項の規定にかかわらず、補助金の交付額は、補助対象経費の２分の 



１以内とし、２，５００万円（土地付建物を購入する場合にあっては２，７００万円）を限 

度とする。 

３ 新築等を行う会館が、東京都建築安全条例（昭和２５年東京都条例第８９号）第７条の３

第１項の規定による対象区域内の準防火地域で建築基準法に基づく耐火および準耐火建築物

または、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３６条の２に該当する場合に

は、第１項の規定にかかわらず、補助金の交付額は、補助対象経費の２分の１以内とし、２

，３００万円（土地付建物を購入する場合にあっては２，５００万円）を限度とする。 

また、新築等を行う会館が、前項およびこの項の規定のいずれにも該当する場合、第１項

の規定にかかわらず、補助金の交付額は、補助対象経費の２分の１以内とし、２，８００万

円（土地付建物を購入する場合にあっては３，０００万円）を限度とする。  

４ 建築基準法施行令の一部を改正する政令（昭和５５年政令第１９６号）による改正前の建

築基準法施行令の規定に基づき、建築基準法上の建築確認を受けた建物であって、耐震診断

の結果、現在の耐震基準を満たしていない建物に対する補助金の額は、第１項から前項まで

の規定にかかわらず、補助対象経費のうち耐震改修に係る経費の３分の２以内とし、第１項

から前項までに規定する限度額にそれぞれ３分の１を乗じた額を加算した額を限度とする。 

 （事前協議） 

第６条 補助金の交付を受けようとする町会等は、補助対象会館の建築確認申請の手続を行う 

前（建築確認申請を要しない修繕の場合は工事請負契約の前、既設建物の購入の場合は売買 

契約の前をいう。）に、次の各号に定める事項について区長と協議するものとする。 

 ⑴ 会館の新築等についての予算執行計画に関すること。 

 ⑵ 会館の建設用地および工事等の日程に関すること。 

 ⑶ 会館の構造に関すること。 

 ⑷ 会館の維持、管理および運営に関すること。 

 ⑸ その他区長が必要と認める事項 

２ 区長は、前項の規定による協議の際等に、必要に応じ、指導または助言を行うことができ 

 る。 

 （交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする町会等は、会館建設補助金交付申請書（第１号様式） 

 に次の各号に掲げる書類を添えて、区長に提出しなければならない。 

 ⑴ 会館の新築、増築、改築および修繕の場合 

  ア 会館建設に係る予算執行計画書 

  イ 建築確認を要するものについては、建築確認申請書（写し）および建築確認済証（写 

し） 

  ウ 工事請負契約書（写し） 

  エ 建設見積書（写し） 

  オ 建築設計図（写し） 

  カ 土地の権利関係を明確にする書類（借地の場合は土地所有者の承諾書） 

  キ 会館の管理運営に関する規約 

  ク その他区長が必要と認める書類 

 ⑵ 既設建物の購入の場合 

  ア 会館購入に係る予算執行計画書 

  イ 売買契約書（写し） 

  ウ 建築設計図（写し） 

  エ 会館の管理運営に関する規約 

  オ その他区長が必要と認める書類 

２ 前項の規定は、原則として、会館の新築等をしようとする日から、工事完了または会館を 

 取得した日以後３カ月以内に行わなければならない。 

 （交付決定） 

第８条 区長は、前条の規定による申請書の提出があった場合は、これを審査し、補助金を交 

付することを適当と認めるときは、会館建設補助金交付決定通知書（第２号様式）により申 

請者に通知する。 

２ 区長は、補助金の交付を決定するにあたって、必要な条件を付することができる。 

 （請求書等の提出） 



第９条 前条第１項の規定による通知を受けた町会等は、区長が定める期日までに会館建設補 

助金請求書（第３号様式）、念書（第４号様式）および中間検査合格証（写し）（新築等を 

しようとする会館が３階建て以上の場合に限る。）を区長に提出しなければならない。 

 （承認事項） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた町会等は、その後に生じた事情等により会館の新築等の 

 中止または工事内容等の変更をしようとするときは、あらかじめ区長の承認を受けなければ 

ならない。ただし、内容等の変更が軽微なものについては、この限りではない。 

 （完了届） 

第１１条 第８条に規定する補助金交付の決定を受けた町会等は、補助金交付の対象となった 

 会館の新築等が完了したときは、すみやかに完了届（第５号様式）に次の各号に掲げる書類 

を添えて、区長に提出しなければならない。 

 ⑴ 会館の新築等に係る決算報告書 

 ⑵ 会館の新築等に係る領収書（写し） 

 ⑶ その他区長が必要と認める書類 

 （補助金額の確定） 

第１２条 区長は、前条に規定する届出を受けた場合は調査を行い、交付決定の内容および会 

 館の工事の状況を確認した後に補助金の交付額を確定し、会館建設補助金確定通知書（第６ 

号様式）により前条に規定する届出をした者に通知する。 

（町会等の責務） 

第１３条 補助金の交付を受けて会館の新築等を行う町会等は、防火貯水槽、小型防災ポンプ 

 置場、町会防災資器材置場の設置等区の防災対策に協力しなければならない。 

 （決定の取消し） 

第１４条 区長は、補助金交付の決定を受けた町会等が次の各号のいずれかに該当したとき 

 は、交付決定の全部または一部を取り消すことができる。 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。 

 ⑵ 補助金を他の用途に使用したとき。 

 ⑶ 交付決定の内容またはそれに付した条件に違反したとき。 

 （返還） 

第１５条 町会等は、前条の規定による取消しがあった場合において、当該取消しに係る部分 

 に関し、既に補助金の交付を受けているときは、遅滞なく返還しなければならない。 

２ 前項の規定は、第８条に規定する補助金交付の決定を受け、既に交付された補助金の額が 

、第１２条の規定により確定された補助金の額を上回っている場合において、その差額分に 

ついて準用する。 

（違約金） 

第１６条 町会等は、前条第１項の規定により交付を受けた補助金を返還する場合において、 

補助金の交付を受けた日から返還の日までの日数に応じ、当該補助金の返還額につき年１０ 

．９５パーセントの割合で計算した違約金を納付しなければならない。 

 （財産処分の制限） 

第１７条 町会等は、この要綱に基づく補助金の交付を受けて新築等をした会館を、区長の承 

諾を得ることなく第１条に規定する補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸 

し付けまたは担保に供してはならない。 

 （委任） 

第１８条 この要綱で定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、地域振興部 

 長が定める。  

   付 則 

 この要綱は、昭和５６年９月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は、昭和５７年６月１日から施行する。 

   付 則 

１ この要綱は、昭和６１年４月１日から施行する。 

２ 改正前の要綱により交付された補助金については、なお従前の例による。ただし、改正前 

の要綱により補助金の交付を受けた会館が第３条第１項第５号に該当するもので、会館の改 

築および修繕工事をする場合は、区長が特に必要と認めたものに限り、第４条第１号の規定 



にかかわらず、当分の間、工事費の２分の１以内で、３００万円を限度として補助金を交付 

する。 

   付 則 

１ この要綱は、平成３年４月１日から適用する。 

２ 改正前の要綱により交付された補助金については、なお従前の例による。 

 ただし、改正前の要綱により補助金の交付を受けた会館が第３条第１項第５号に該当するも

ので、会館の改築および修繕工事をする場合は、区長が特に必要と認めたものに限り、第４

条第１号の規定にかかわらず、当分の間、工事費の２分の１以内で、５００万円を限度とし

て補助金を交付する。 

   付 則 

   この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。 

   付 則 

   この要綱は、平成１７年４月１日から適用する。 

   付 則 

   この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

   付 則 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。 

２ 改正前の要綱により交付された補助金については、なお従前の例による。 

   付 則 

   この要綱は、平成２３年８月１５日から適用する。 

   付 則 

   この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 

付 則 

   この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。 

      付 則 

   この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。 

      付 則 

   この要綱は、平成３１年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第７条関係） 

                               年  月  日 

品 川 区 長  あて 

                     申請団体名 

                     代表者住所 

                     代表者氏名           印 

 

会館建設等補助金交付申請書 
 

当会の会館を下記のとおり建設しますので、品川区町会・自治会館建設補助金交付要綱に

基づき関係書類を添えて交付申請します。 

記 

 

申 請 額 

 千 百 十 万 千 百 十 円 

         

申請額の内容 要綱第５条第 項適用によるもの 

種    別 新 築 ・ 増 築 ・ 改 築 ・ 修 繕 ・ 購 入 

会館の名称  

所 在 地 品川区       丁目   番   号 

建 
 

 
 

物 

構  造  延床面積 ㎡ 

工事期間 着 工：     年   月   日 

（予定） 完 了：     年   月   日 

取得(予定)    年   月   日 

土 
 

地 

所 有 者 

 面  積 ㎡ 住  所 

氏  名 

主な使用目的 

 

葬祭場使用（可・不可） 

 



第２号様式（第８条関係） 

                          番     号 

  年  月  日 

 

 

           様 

 

    品川区長        印 

 

 

会館建設等補助金交付決定通知書 
 

 

年  月  日付で申請があった会館建設補助金の交付について、品川区町会・

自治会館建設補助金交付要綱に基づき、下記のとおり交付することに決定しましたので、通

知します。 

 

 

記 

 

 

交 付 額 

 千 百 十 万 千 百 十 円 

         

交付額の内容 要綱第５条 項適用によるもの 

補助対象会館 

名 称 

所在地 

交 付 条 件 品川区町会・自治会館建設補助金交付要綱を遵守すること。 

請求書提出期限    年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第９条関係）                              

                         

会館建設補助金請求書 

 

金    額 

 千 百 十 万 千 百 十 円 

         

 

  年  月  日付番   号をもって交付決定のあった会館建設補助金について

、上記の金額を請求します。 

 

  年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

 

 

 

               申請団体名   

               代表者住所   

               代表者氏名               印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第９条関係） 

 

                                     

念 書 

 

このたび、品川区より補助金の交付を受け建設した下記会館については、町会（自治会）

所有のものとし、品川区補助金等交付規則および品川区町会・自治会館建設補助金交付要綱

を誠実に遵守し、維持、管理、運営等に当たることを確約いたします。 

 

記 

 

１ 会 館 名 称           

 

２ 所 在 地    

 

３ 構 造 ・ 面 積    

 

上記後日のため本書を提出します。 

     年  月  日 

  品 川 区 長 あて 

 

                申請団体名   

                代表者住所   

                代表者氏名             印 

 

 

 



第５号様式（１１条関係） 

 

完   了   届 

 

下記のとおり、会館建設（新築・修繕）が完了したので届出します。 

 

記 

 

会館の名称  

所 在 地 品川区       丁目   番   号 

会 
 

 
 

 

館 

構   造  延床面積 ㎡ 

工事着工日    年   月   日 

工事完了日    年   月   日 

取得年月日    年   月   日 

工事施工者ま

たは購入先 

氏名  

住所  

 

 

  年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

 

 

                  申請団体名   

                代表者住所  

                代表者氏名              印 

 

 

 



第６号様式（１２条関係）                                 

番    号 

年  月  日 

 

             様 

                      品川区長         印 

 

会館建設補助金確定通知書 

 

  年  月  日付で完了届が提出された会館建設補助金については、品川区 

町会・自治会館建設補助金交付要綱に基づき、下記のとおり交付金額が確定しましたの 

で通知します。 

 

記 

 

金    額 

 千 百 十 万 千 百 十 円 

         

交 付 済 額          

差 引 金 額          

 

 

 

 

 

 

 

 

 


